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国
保
税
減
免
制
度
申
請
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
、
主
た
る
生
計
維
持
者
の

事
業
収
入
・
給
与
収
入
等
が
前
年
よ
り

一
定
程
度
減
少
し
た
世
帯
は
、
申
請
に

よ
り
減
免
が
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。



減
免
の
対
象
と
な
る
国
保
税

令
和
２
年
２
月
１
日
か
ら
令
和
３

年
３
月
３
１
日
ま
で
の
間
に
納
期
限

が
設
定
さ
れ
て
い
る
も
の
が
対
象
。

持
続
化
給
付
金
申
請
者
の
方
は
国

保
減
免
申
請
を
申
請
し
て
み
ま
し
ょ

う
。
先
週
も
会
員
さ
ん
が
申
請
し
ま
し

た
。

ほ
ぼ
す
べ
て
の
農
家
対
象
に
「
持
続
化
給
付
金
」

市
内
の
農
家
の
方
も
申
請
が
増
え
て
い
る
「
持
続
化
給
付

金
」
申
請
し
ま
し
た
で
し
ょ
う
か
。

民
商
に
も
農
家
の
申
請
相
談
が
数
件
あ
り
ま
し
た
。

持続化給付金

江藤農水大臣国会答弁

2020年 5月 12日衆議院農水委員
会議事録より

「農業の場合は、過去 1年間
の収入を 12で割って、その間の
売上の低いときと比較していた

だいければ、ほぼほぼ全ての農家

が対象になる可能性が極めて高

い」「極めて柔軟な対応を農林水

産分野ではできることになってい

る」と答弁。

新聞農民より

国民年金保険料の免除・納付猶予申請について

国民年金の第一号被保険者は、２０歳から６０歳になるまでの間は保険料の

納付義務がありますが、経済的に納付が困難である場合など一定条件を満たす

方々のために、本人の申請により、保険料の納付猶予または全額、もしくは一

部（４分の１、半額、４分の３）が免除になる仕組みが設けられています。

 免除の割合に応じて、一定の年金額が保証

 万が一の際も保証を確保

新型コロナウイルス感染症の影響により納付が困難な方

臨時特例措置として本人申告の所得見込額を用いた簡易な手続きにより、国

民年金保険料免除申請が可能となりました。

提出書類

国民年金保険料免除・納付猶予申請書、所得の申立書

提出先 市（区）役所または町村役場の国民年金担当窓口、年金事務所

５
月
１
２
日
、
衆
院
農
水
委
員
会
で

江
藤
拓
農
水
大
臣
は
、
持
続
化
給
付
金

は
ほ
ぼ
全
て
の
農
業
者
が
対
象
に
な
る

と
答
弁
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
「
農
家
は
農
繁
期
で
な
い
時
期
が
あ
っ
て
も
、
売

上
の
低
か
っ
た
月
と
比
較
す
れ
ば
い
い
と
い
う
極
め
て
柔
軟

な
対
応
で
、
持
続
化
給
付
金
の
対
象
と
な
る
可
能
性
が
極
め
て

高
い
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
」
と
も
答
弁

し
て
い
ま
す
。

新聞 農民 ８月１０日号・１７日合併号より

一
人
親
方
の
持
続
化
給
付
金
相
談
も

８
月
盆
明
け
か
ら
２
件
、
一
人
親
方
（
申
告
が
給
与
所

得
）
か
ら
持
続
化
給
付
金
の
電
話
相
談
が
あ
り
ま
し
た
。

一
人
親
方
で
給
与
申
告
し
て
い
る
場
合
は
、
通
常
の
申

請
書
類
の
他
に
「
２
０
１
９
年
の
収
入
が
業
務
委
託
契
約

書
等
収
入
で
あ
る
こ
と
を
示
す
書
類
」
が
必
要
と
な
り
ま

す
。３

種
類
の
書
類
の
中
か
ら
い
ず
れ
か
２
つ
の
書
類
の

提
出
が
必
要
で
す
。

1

業
務
委
託
契
約
書
等
、
持
続
化
給
付
金
業
務
委
託
契

約
等
契
約
申
立
書

2

支
払
調
書
、
源
泉
徴
収
票
、
支
払
証
明
書

3

通
帳
の
写
し
（
報
酬
が
確
認
で
き
る
も
の
）

新型コロナウイルス感染症に係る

セーフティネット保証４号の指定

期間３ヶ月延長

（９／１→ １２／１まで）


